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令和４年度 第３回委員会 報告対象事業位置図（河川事業関係）
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①四万十川直轄河川改修事業



流域学識者会議（河川整備計画の点検）について
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①四万⼗川直轄河川改修事業 再評価

令和４年11⽉2⽇（⽔）第12回 渡川流域学識者会議

・河床低下は便益算定や河川管理に⼤きく影響
する重要な指標であるため今後も河床の傾向
を確認していくこと。

・今後は気候変動による⾬量や流量の増加を反
映した治⽔計画を出来る限り早期につくって
いただきたい。

渡川流域学識者会議 委員名簿



①四万十川直轄河川改修事業 概要
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【四万十川流域の諸元】
・流域面積（集水面積） ： 2,186km2      

・流路延長 ： 四万十川本川196km、後川36km、中筋川36km
（うち直轄管理区間39.7km：四万十川本川13.6km、後川10.2km、中筋川15.9km）

・流域内市町村 ： 四万十市、宿毛市、宇和島市、四万十町、黒潮町、中土佐町、津野町、梼原町、
松野町、鬼北町、三原村

・流域関係市町村人口 ： 約9.1万人（平成26年度河川現況調査）
・想定氾濫区域内人口 ： 約2.7万人（平成26年度河川現況調査）

流域図

河川名
基準

地点

基本高水の
ピーク流量

（m3/s）

洪水調節施設
による調節流量

（m3/s）

河道への
配分流量

（m3/s）

四万十川 具同 17,000 3,000 14,000

後川 秋田 2,100 0 2,100

中筋川 磯ノ川 1,200 350 850

渡川水系河川整備基本方針諸元

渡川水系河川整備計画諸元

河川名
基準

地点

目標流量

（m3/s）

ダムによる
調節流量

（m3/s）

河道への
配分流量

（m3/s）

四万十川 具同 13,400 0 13,400

後川 秋田 1,800 0 1,800

中筋川 磯ノ川 1,000 360 640



①四万十川直轄河川改修事業 事業内容（四万十川)

事業箇所位置図
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国管理区間中流部～
上流端：河道掘削

【四万十川直轄河川改修事業諸元】
・事業期間 平成19年度～令和21年度
・総事業費 約480億円
・主な工種

【四万十川】築堤、樹木伐採、河道掘削、堤防浸透対策、地震津波対策、内水対策、堤防強化対策
【後川】築堤、樹木伐採、河道掘削、堤防浸透対策、地震津波対策
【中筋川】築堤、堤防浸透対策、地震津波対策、内水対策

具同・入田箇所

初崎箇所

【対策前：H22.10】

【対策後：H30.12】

【対策前：R28.12】

【対策中：R4.3】

具同・入田箇所

初崎箇所



①四万十川直轄河川改修事業 事業効果（四万十川）

5

 河川整備計画の目標である戦後最大流量規模の洪水が発生した場合、現況では外水氾濫による最大孤立者数
（避難率40%）が約4,700人、上水道の停止による影響人口が約390人と想定されるが、事業実施により防止できる。

整備計画に基づく事業

築堤事業、樹木伐採、
河道掘削 等

河川整備計画規模（戦後最大流量規模）の洪水

現況

指標 現況

浸水面積 約1,100ha

最大孤
立者数

避難率80% 約1,600人

避難率40% 約4,700人

避難率 0% 約7,900人

上水道の停止影響人口 約390人

事業実施後

指標 事業実施後

浸水面積 0ha

最大孤
立者数

避難率80% 0人

避難率40% 0人

避難率 0% 0人

上水道の停止影響人口 0人

浸水深

0.5m未満

0.5～1m未満

1～2m未満

2～3m未満

3～4m未満

4～5m未満

5m以上

0.5m未満

0.5～1m未満

1～2m未満

2～3m未満

3～4m未満

4～5m未満

5m以上



事業名 前回評価
実施根拠

（実施理由）
全体事業費
（億円）

B/C
対応方針
（案）

①
四万十川直轄河川改修事業
四国地方整備局

H29
（再評価）

再評価実施後一定期間（５年間）が経過している事業 480 5.4 継続

※実施根拠：国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（H30.3.30改正）『第三 再評価を実施する事業』に基づく

①四万十川直轄河川改修事業 対応方針
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再評価実施要領、細目及び対象事業について
学識経験者等から構成される委員会での審議 評価結果の事業評価監視委員会への報告

審議根拠 報告根拠文 審議根拠 報告根拠文

『国土交通省所管公共事業の再
評価実施要領』

第６の６(H30.3.30改定)

河川事業、ダム事業については、河川整備計画策
定後、計画内容の点検のために学識経験者等から
構成される委員会等が設置されている場合は、事
業評価監視委員会に代えて当該委員会で審議を行
うものとする。

『河川及びダム事業の再評価実施
要領細目』

第６（H22.4.1改定）

実施要領第４の１(4)又は第６の６の規定に
基づいて審議が行われた場合には、その結
果を事業評価監視委員会に報告するものと
する。

再評価結果一覧【公共事業関係費】
【河川事業】
（直轄事業等）
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①四万十川直轄河川改修事業

※総事業費は「現在価値化」していない維持管理を除く。（消費税含む）
※貨幣換算した便益B（億円）及び費用C（億円）は、基準年における「現在価値化」したものを示す。（消費税除く）

5.4

・河川整備計画目標
規模の洪水に対し
て、事業実施前には
最大孤立者数（避難
率40%）が約4,700
人、ライフラインの
停止による波及被害
の一つとして上水道
の停止影響人口が約
390人と想定される
が、事業実施により
これらが解消され
る。

対応
方針

・再評価実施後一定期間（5年間）が経過している事業であるため、再評価を実
施。

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・想定氾濫区域内には高知県西部の主要都市である四万十市街地があり、人口・
資産が集積し、交通の要衝となっている。また、四万十市具同地区や古津賀地区
は近年開発が進んでおり、人口は増加傾向。
・一方で、無堤箇所や堤防断面が不足している箇所が残っており、早期の整備が
必要。また、近年、四万十川では河床が低下傾向を示しており、今後も河川管理
上の注視が必要。
・自治体等及び地域住民から要望多数。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込み
・堤防未整備の地区や堤防断面が不足する地区の堤防整備を進めるとともに、流
下能力が不足している区間について河道掘削を継続的に実施している。また、浸
水被害が頻発している地区について高知県・四万十市と連携し、内水対策を進め
ている。
・物価変動や計画内容の変更等を踏まえ、総事業費を見直した（平成29年度再評
価時点から約89億円増）。
・令和21年度までに、四万十川・中筋川の無堤箇所及び四万十川・後川の堤防断
面不足箇所の解消、河道掘削等の整備を行う。
・令和9年度を目処に当面の対策として、無堤箇所である初崎地区及び堤防断面
不足箇所である井沢地区、山路地区、安並地区の堤防整備、四万十川及び後川の
河道掘削、入田地区の内水対策、百笑・具同地区の堤防強化対策を完了させる。
また、無堤箇所である下田地区、実崎・間崎地区、山路地区の堤防整備を推進す
る。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性
・建設発生土の有効活用として、河道掘削土を養浜や工事用道路材料に利用し、
その他掘削残土についても現地植生や築堤に利用することにより、コスト縮減に
努めている。

継続

Ｂ／Ｃ

四万十川直轄河川
改修事業
四国地方整備局

再々評価 480 2,976

【内訳】
被害防止便益：2,967億円
残存価値：8.8億円

【主な根拠】
年平均浸水軽減戸数：300
戸
年平均浸水軽減面積：
118ha

551
【内訳】
建設費：517億円
維持管理費：34億円

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
事 業 名
事業主体

該当
基準

総事
業費

（億円）
便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

貨幣換算が困難な効
果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）


